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●東京の預金額が昨年以降に急増 

日銀の発表によると、近年、東京への預金の集中が進んでい

る。 

預金全体の増加傾向が進むなか、昨年以降は特に東京の増加

が目立っており、結果として東京に集中する形になっている

（図表1）。 

預金といえば、個人の金融資産のイメージが強いことから、

東京への集中の理由としては、地方圏の人口減少や、都市圏と

地方圏との所得格差など、個人預金の変動によって説明される

ことが多い。ただし、預金の内訳をみると、必ずしもそうとは

言い切れない。 

 

●東京に預金が集中する背景 

 預金と一口にいっても、個人、企業、金融機関、政府など、様々な主体によるものが集まっている。そ

れらのうち、近年増加が目立つのは金融機関からの預金であり、昨年 2 月のマイナス金利導入以降、その

動きが顕著である（図表 2）。有利な投資先がなかなか見当たらないなか、結果として預金が積み上がる形

になっている。 

金融機関からの預金には、東京への集中度が極めて高いという特徴がある（図表 3）。これは、規模の大

きな金融機関が東京に集まっていることなどが理由と考えられよう。図表 3 でも明らかなように、東京へ

の集中度は元 7々0～80％と高かったが、2016年の中旬以降は90％％前後にまで上昇している。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●個人預金の動向と今後の注目点 

一方、個人による預金については、昨年前半を中心に減少する地域がみられたが、足元は増加トレンド

に戻っている。直近の 5月の発表では、個人預金が前年割れとなった都道府県は 1か所であり、山形県の

みとなっている。前年割れが最も多かったのは昨年の5月で、大阪をはじめとする 13か所がマイナスとな

った（図表4）。 

テーマ：東京に集中する預金とその背景  

～人口問題による個人預金の変動よりも、別の要因が関与～ 
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これらの減少の動きについては、一昨年のマイナンバー制

度導入のほか、マイナス金利の開始により、銀行から預金を

引き出す動きが一時的に増えたことが原因とみられる。 

同じようなタイミングで金庫の販売も増え、預金を下ろす

動きとの関連性が取りざたされたが、その動きも一巡し、預

金は再び増加基調に戻っている。 

今後、仮にふたたび前年割れとなる都道府県が増え、さら

にそれが地方に集中する形であれば、その時は人口減少によ

る影響が疑われよう。関西でいえば、和歌山などの動向が注

目される。 
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